










































 当
初

計
画
と

実
績

の
比

較
当
初
計
画

　
作
成
年
月
日

実
　
　
　
績

平
成

1
2
年

1
1
月

2
2
日

平
成
　
年
度

10
11

12
13

当
初

計
画

　
活

動
実

績
西
暦
　
年
度

19
98

19
99

20
00

20
01

年
.月

-年
.月

19
98
. 
5

20
01
. 
 4

1.
研

究
管

理
体

制
確

立
1.

学
際

的
研

究
組

織
(U

ni
t)

が
「

マ
」

大
学

内
に

確
立

さ
れ

た
(プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

の
活

動
の

拠
点

と
な

る
）

(マ
ラ

ウ
イ

湖
生

態
総

合
研

究
の

「
研

究
管

理
体

制
」

が
確

立
さ

れ
る

)
・

魚
類

系
統

学
、

社
会

学
、

生
態

学
分

野
の

C/
Pが

確
保

さ
れ

て
い

る

・
学

際
的

研
究

組
織

(U
ni
t)
は

適
切

な
研

究
者

に
よ

っ
て

確
立

さ
れ

て
い

る

・
ス

テ
ア

リ
ン

グ
コ

ミ
テ

イ
ー

の
設

置
と

運
営

2.
湖

生
態

系
の

学
際

的
研

究
の

実
施

2.
生

態
学

/魚
類

分
類

学
/社

会
学

分
野

の
、

調
査

研
究

手
法

/概
念

/発
表

等
の

具
体

的
検

討
が

行
わ

れ
た

・
3つ

の
研

究
テ

ー
マ

(遺
伝

学
/生

物
学

/環
境

社
会

学
）

に
つ

い
て

共
同

研
究

が
実

施
さ

れ
た

3.
住

民
参

加
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
立

案
、

実
施

3.
住

民
参

加
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
立

案
を

行
い

、
漁

獲
物

(魚
名

称
・

形
態

別
）

の
追

跡
調

査
を

住
民

共
々

実
施

し
た

（
地

域
住

民
が

研
究

過
程
で

参
加

す
る

）
 ・

住
民

参
加

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

作
成

し
た

/住
民

ア
ン

ケ
ー

ト
実

施

・
写

真
/魚

の
サ

ン
プ

ル
等

に
よ

っ
て

地
域

住
民

と
漁

獲
物

の
分

類
、

生
態

、
利

用
、

趣
向

等
に

つ
い
て
検
討
し
た

4.
総

合
野

外
研

究
施

設
拡

充
4
.
チ

ャ
ン

セ
ラ

ー
校

内
の

実
験

棟
(
機

材
設

置
含

）
/
フ

イ
ル

ド
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
（

宿
泊

所
/
発

電
機

/
実

験
設

備
含

）
が

確
立

（
実

験
棟

/フ
イ

ル
ド

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

が
拡

張
・

改
良

さ
れ

る
）

・
実

験
棟

棟
/フ

イ
ル

ド
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
完

成
す

る
・

機
材

整
備

計
画

策
定

済
/機

材
仕

様
書

は
概

ね
完

了
・

機
材

は
据

付
稼

働
中

/ 
機

材
維

持
管

理
は

専
門

の
技

術
技

官
が

コ
ン

サ
ル

に
当

た
り

良
好

に
実

施
さ
れ
て
い
る

5.
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
作

成
/関

連
報

告
書

出
版

5-
1.

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
/デ

ー
タ

ベ
ー

ス
が

公
開

さ
れ

て
い

る

5-
2.

最
終

報
告

書
/学

術
論

文
が

出
版

さ
れ

る
・

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

枠
組

み
は

完
成

し
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

が
開

設
さ

れ
ア

ク
セ

ス
稼

働
中

・
総

合
報

告
書

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
は

完
成

予
定

・
少

数
の

学
術

論
文

が
発

表
さ

れ
て

い
る

・
年

次
報

告
は

毎
年

予
定

通
り

行
わ

れ
て

い
る

6.
政

策
決

定
機

関
に

伝
達

さ
れ

る
6-

1.
受

益
権

者
に

対
す

る
セ

ミ
ナ

ー
の

実
施

6-
2.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
関

係
省

庁
の

協
力

体
制

が
確

立
さ

れ
て

い
る

7.
大

学
生

、
大

学
院

生
の

教
材

及
び

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
作

成
7-

1.
湖

水
魚

（
通

称
名

表
示

）
図

鑑
の

作
成

さ
れ

た
7-

2.
魚

遺
伝

の
技

術
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
た

7-
3.

湖
水

資
源

管
理

を
基

に
し

た
地

域
住

民
の

た
め

の
主

要
図

書
、

基
準

、
指

針
等

が
作

成
さ

れ
た

実
施
予
定

・
代

表
的

な
魚

(例
；

カ
ン

パ
ン

ゴ
）

の
生

態
-加

工
-販

売
に

つ
い

て
生

物
資

源
の

持
続

的
利

用
の

観
点
か
ら
研
究
し

た

（
研

究
協

力
推

奨
状

況
と

成
果

が
、

現
実

性
の

あ
る

資
源

管
理

の
施

策
立

案
の

基
礎

と
し

て
政

策
決

定
機

関
に

適
切

に
伝

達
さ

れ
る

）

(マ
ラ

ウ
イ

湖
生

態
総

系
の

学
際

的
研

究
＜

魚
類

分
子

系
統

学
、

社
会

学
、

生
態

学
＞

の
実

施
)

（
マ

ラ
ウ

イ
湖

生
態

総
系

に
関

す
る

総
合

的
知

識
が

受
益

権
者

に
よ

り
共

有
さ

れ
る

こ
と

が
可

能
な

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
作

成
す

る
/
報

告
書

/
学

術
論

文
が

出
版

(個
々

の
研

究
者

が
学

際
的

な
野

外
研

究
の

概
念

/思
想

/方
法

論
を

共
有

す
る

)
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表
-
1
 
マ

ラ
ウ

イ
湖

生
態

総
合

研
究
-
P
 
D
 
M
 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
表

中
の

斜
体

は
現

状
・

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約
指

標
指

標
デ

ー
タ

ー
入

手
手

段
外

部
条

件
[
上

位
目

標
]

本
研

究
協

力
に

よ
っ

て
確

立
さ

れ
た

研
究

体
制

が
形

成
す

る
科

学
的

知
識

が
、

将
来

の
湖

沼
資

源
管

理
施

策
の

た
め

に
研

究
者

、

政
策

決
定

機
関

に
よ

っ
て

効
果

的
に

利
用

さ
れ

る
。

-適
正
な
湖
沼
資
源
管
理
施
策
が
策
定
さ
れ
る

-政
府
刊
行
物
等
の
検
証

-大
蔵
省
/国

立
公
園
・
野
生
動
物
局

/水
産

局
等

の
意
見
徴
集

(
自

立
発

展
性

の
条

件

1.
予
算
措
置

2.
研
究
者
が

Un
it

に
と
ど
ま
る

[
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
]

マ
ラ

ウ
イ

湖
生

態
系

に
つ

い
て

、
最

新
の

知
識

が
蓄

積
さ

れ
、

各
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

か
ら

の
ア

ク
セ

ス
可

能
な

学
際

的
研

究
環

境
が

確
立

さ
れ

る
。

-湖
水
資
源
の
持
続
発
展
的
利
用
の
為
の
社
会
文
化
と
生
態
の

 基
礎

を
「

マ
」

大
学

に
作

り
、

も
っ

て
研

究
者

/
地

域
住

民

の
能
動
的
な
参
加
が
得
ら
れ
る
環
境
を
確
立
す
る

-年
次
報
告
/総

合
報
告

-共
同
研
究
結
果

(
上

位
目

標
達

成
の

条
件
)

1.
 予
算
措
置

2.
 卒
業
生

/大
学
院
生
継
続
的
供
給

3.
 地
域
住
民
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
イ
ー

[
成

果
]

1
.
 マ

ラ
ウ

イ
湖

生
態

総
合

研
究

管
理

体
制

が
確

立
さ

れ
る

2
.
 マ

ラ
ウ

イ
湖

生
態

系
の

学
際

的
研

究
(
魚

類
分

子
系

統
学

、

社
会

学
、

生
態

学
)
の

実
施

3
.
 地

域
住

民
が

研
究

過
程

で
参

加
す

る

4
.
 総

合
的

研
究

施
設
(
実

験
棟
/
フ

イ
ル

ド
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
)
が

拡
張

・
改

良
さ

れ
る

[
成

果
]

1.
 学

際
的

生
態

系
研

究
組

織
(U
ni
t)

が
「

マ
」

大
学

内
に

確

立
さ
れ
る
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
活
動
拠
点
と
な
る
）

2.
 生

態
学
/
魚
類
分
類
学

/
社

会
学

分
野

の
、

調
査

研
究

手
法

/

概
念
/発

表
等
の
具
体
的
検
討
が
さ
れ
る

3.
社
会
学
分
野
で
地
域
住
民
の
ヒ
ヤ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
/漁

 獲
物
(魚

名
称
/形

態
別

)追
跡
調
査
を
住
民
共
々
実
施
す
る

4.
チ
ャ
ン
セ
ラ
ー
校
内
の
実
験
棟

(機
材
設
置
含
)/
フ
イ
ル
ド

  
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

(宿
泊
所
/発

電
機
/実

験
設
備
含

)が
確
立

  
さ
れ
る

1.
 Mo
le
cu
la
r 
Bi
ol
og
y 
an
d 
Ec
ol
og
y 
Un
it

　
(マ

ラ
ウ
イ
大
学
チ
ャ
ン
セ
ラ
ー
校
内

)検
証

 -
年
次
報
告

/最
終
報
告
書
の
検
証

 -
マ
ラ
ウ
イ
大
学
卒
業
生
/大

学
院
生
と
の
協
議

2.
学
会
報
告
の
検
証

 -
研
究
者
と
の
協
議

3.
マ
ラ
ウ
イ
湖
国
立
公
園
で
の
地
域
住
民
の
意

 見
徴
集

  4.
チ
ャ
ン
セ
ラ
ー
校
内
の
実
験
棟

/フ
イ
ル
ド

  
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

(野
外
調
査
拠
点

；
ケ
ー
プ
マ

　
ク
レ
ア
)の

検
証

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
条

件
）

1.
マ
ラ
ウ
イ
政
府
の
予
算
計
上

　
（
予
算
措
置
）

4.
電
力
供
給
、
通
信
シ
ス
テ
ム
、
燃

　
料
供
給
等

－19－
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5.
マ

ラ
ウ

イ
湖

生
態

系
に

関
す

る
総

合
的

知
識

が
受

益
権

者
に

よ
り

共
有

さ
れ

る
こ

と
が

可
能

な
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

作
成

す
る
/

又
関

連
報

告
書

を
出

版
す

る

6.
研

究
協

力
進

捗
状

況
と

成
果

が
、

現
実

性
の

あ
る

資
源

管
理

　
の

施
策

立
案

の
基

礎
と

し
て

政
策

決
定

機
関

に
伝

達
さ

れ
る

 
 
 

7.
大

学
、

大
学

院
学

生
の

為
の

教
材

及
び

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

　
策

定
さ

れ
る

5-
1.
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ホ
ー
ム

　
ペ
ー
ジ
/デ

ー
タ
ベ
ー
ス
が
公
開
さ
れ
る

5-
2.
最
終
報
告
書

/学
術
論
文
が
出
版
さ
れ
る

6-
1.
受
益
権
者
に
対
す
る
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

6
-
2
.
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

関
係

省
庁

の
協

力
体

制
が

確
立

さ
れ

て
い

る

7-
1.
湖
水
魚

(通
称
名
)図

鑑
の
作
成

7-
2.
魚
遺
伝
の
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
る

7-
3.
湖
水
資
源
管
理
を
基
に
し
た
地
域
住
民
の
た
め
の
主
要
図

　
書
、
基
準
、
指
針
等
の
作
成

5-
1.
 W
eb

サ
ー
バ
ー
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
/デ

ー
タ

　
ベ
ー
ス
検
証

5-
2.
 総

合
報
告
書

/学
術
論
文
の
実
物
検
証

6-
1.
セ
ミ
ナ
ー
図
書
の
検
証

6-
2.
関
係
省
庁
の
意
見
徴
集

7-
1.
年
次
報
告
の
検
証

7-
2.
同
上

7-
3.
同
上

[
活

動
]

1
.
 マ

ラ
ウ

イ
湖

研
究

管
理

体
制

確
立

1
-
1
遺

伝
学
/
社
会
学

/
生

態
学

分
野

の
C
/
P
確
保

1
-
2
学

際
的

研
究

組
織
(
U
n
i
t
)
は
人
材
的
に
確
立
済

1
-
3
ス

テ
ア

リ
ン

グ
コ

ミ
テ

イ
ー

の
設

置
と

運
営

が
実

施

2
.
 湖

生
態

系
の

学
際

的
研

究
の

実
施

2
-
1
 3

つ
の

研
究

テ
ー

マ
実

施
；

遺
伝

学
/
生

態
学
/
環

境
社

会
学

2
-
2
カ

ン
パ

ン
ゴ

の
生

態
-
加
工
-
販

売
の

解
明

等
生

物
資

源
/
環

境
関

係

3
.
 住

民
参

加
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
立

案
、

実
施

3
-
1
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

済
/
住

民
ア

ン
ケ

ー
ト

実
施

3
-
2
写
真

・
サ
ン
プ
ル
等
で
地
域
住
民
の
漁
獲
物
の
知
識

・
趣
向
等
検
討

4
.
 総

合
的

研
究

施
設

拡
張
・

改
良

4
-
1
研
究
棟
・
フ
イ
ル
ド
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に

 
 
 
完
成
可
能

4
-
2
機

材
設
置
済
・

運
用

中
　
4
-
3
機

材
維

持
管

理
は

専
門

技
官

実
施

5
.
 デ

ー
タ

ベ
ー

ス
作

成
/
関

連
報

告
書

出
版

5
-
1
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
枠

組
/
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
開

設
完

了
稼

働
中

5
-
2
年

次
報

告
は

毎
年

実
施

/
学

術
論

文
少

数
発

表

5
-
3
 
マ

ラ
ウ

イ
国

内
の

セ
ミ

ナ
ー

実
施

6
.
 政

策
決

定
機

関
に

伝
達

6-
1
政

策
決

定
機

関
に

セ
ミ

ナ
ー

計
画

6
-
2
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
省

庁
の

協
力

体
制

確
立

7
.
 大

学
生

、
大

学
院

生
の

教
材
/
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

7
-
1
 
湖
水
魚

(
通

称
名
)
図

鑑
作

成

7
-
2
 
魚

類
遺

伝
学

技
術

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

完
成

7
-
3
自

然
資

源
を

基
に

地
域

住
民

へ
の

主
要

図
書

、
基

準
、

指
針

作
成

[
投

入
]

日
本

側
投

入
　
(
1
9
9
8
年

5
月
～
20
01

年
４
月

)

長
期
専
門
家

；
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＊
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＊
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＊
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月
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；
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月
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室
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動
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い
す
る
理
解
得
ら

　
れ
る
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表-2  PCM5 項目による評価

自立発展性(Sustainability)：制度、財政、技術等の面から自立発展の見通しについて評価

(1) 組織・制度面：Unit の支援体制が関係省庁によって確立している/ 又 Unit の研究者は学際的研究の重要性を理

解し、自立的運営管理の自信も高まっている

(2) 予算面; 資金源・ドナーを獲得すべく C/P が努力している/ 研究者の給与、運営資金が「マ」政府によって保証

されている。

(3) 技術面:Unit の研究者は高い知識と研究活動を継続する技術を持っている。プロジェクト研究者の高いレベルと

学際的活動は自立発展性に貢献するものと期待できる

計画の妥当性(Relevance/Rational)：プロジェクトの全体計画が国の開発政策、受益者のニーズを反映しているか、

　　　　　　　　　　　　　　　　　計画自体が理論的に設定されているかを評価する

(1)「マ」国にとってマラウイ湖は貴重な天然資源の宝庫であり、その生態系の研究は湖沼の魚類資源の持続的利用の

　為に不可欠であり、政府の政策、受益者のニーズを反映したものである

(2) 自立的に Unit として活動していく方針が生まれた事は妥当性を欠いていない

(3) 報告書、学術論文等が「マ」国の各分野で利用されるようになっている

効果(Impact)：プロジェクト目標/上位目標レベルに立って見て、当初予定されていなかった効果（正・負）の確認

直接効果；(1)学際的生態研究組織(Unit)が「マ」大学チャンセラー校に設立され「マ」側で胎動的に行う環境ができ、

(2)Unit は多様性自然資源上の生態・社会環境研究に対する主要研究母体としての活動を期待されている

間接効果；(1) 湖生態系研修実施を通じて、関係者にプロジェクトの必要性、目的、内容等を周知せしめることがで

きた(2) プロジェクトの卒業生が国の貧困撲滅のための自立発展性の開発に貢献することが期待できる

目標達成度(Effectiveness)：成果がどのようにプロジェクト目標に結びつき活動がどのように成果に反映したか分析

成果 1　学際的生態系研究組織が「マ」大学内に確立され、研究者/地域住民が能動的に参加する環境が整っている

成果 2　DNA シ?クエンサ?による遺伝学/ 商業上重要な魚(カンパンゴ等)の生態・漁業・加工・販売/ 薪伐採の湖中・

周辺環境への影響/ 漁業活動環境、湖中・周辺の自然資源に関連する国立公園管理等の研究が実施されている

成果 3  マラウイ湖の魚の住民知識・食用好みの研究/ 住民アンケートによる社会環境調査等により住民参加を図る

成果 4　研究実験棟/フイルドステーションがプロジェクト終了までに完成/ 機器は設置完了し、運用中

成果 5  データベース/ホームページの枠組み確立済・開設運用中/ 年次報告・学術書が出版される

成果 6　関係省庁との協力支援体制が確立されている/ 受益権利者に対するセミナーを計画中

成果 7　湖魚図鑑(通称名)作成/ 魚遺伝学マニュアル完成/ 住民への図書・基準・指針作成/ 学生・院生セミナー予定

上記のように、成果はプロジェクト目標である湖生態系研究基礎が築かれ且つ研究者/地域住民の能動的な参加が得ら

れる環境が作られており、当初目標 R/D に沿った成功裏の結果を示していると評価できる。

      

 　

P
C
M
評

価

５

項

目

実施の効率性(Efficiency)：投入と成果を比較して、投入の量・質の適否を評価する

(1)専門家の派遣は、当初から業務調整及び他分野の長期専門家が派遣されることが望ましかった

(2)C/P 研修は国際的な研究者を育成する上で意義がある

(3)適切な機器がプロジェクトによって供与された/ 殆どの機器は良く維持管理され利用されている

(4)研究の過程で地域住民を参加させることにより研究成果を早期に普及する事が出来た

PDM４項目

投入 成果 プロジェクト目標 上位目標

[投入]
(日本側投入)
長期専門家；4 名

短期専門家；14 名

日本での C/P 研修生受入;
6 人

機材投入金額; 約 2500 万円

(「マ」国側投入)
・ C/P10 名

・ 執務室

・ 実験棟整備

・ 野外調査拠点フイルドス

テーション準備

・ 施設維持管理

1.研究管理体制確立

(学際的研究組織；Unit 確立)
2.湖生態系の学際的研究実施

(3 研究テーマについて実施)

3.住民参加プログラム立案、

　実施

4.総合研究施設整備拡充

 (実験棟/フイルドステーション)

5.共有可能なデータベース作

  成/関連報告書出版

6. 政策決定機関に伝達

7. 大学生、大学院生の教材/
  教育プログラム作成

マラウイ湖生態系について

最近の知識が蓄積され、各

ターゲットグループからの

アクセスが可能な学際的研

究環境が確立される

本研究協力によって確立さ

れた研究体制が形成する科

学的知識が、将来の湖沼資

源管理対策の為に研究者、

政策決定機関によって効果

的に利用される
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協議・調査概要

11 月５日（月）

[JICA 事務所との打ち合わせ]

先方出席者：村上所長、興津所員

①調査団から、PRSP とのつながりの中で本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの政府での位置付けを確認したい

旨発言があった。

②事務所から以下のとおり説明があった。政府は研究の必要性を認識しているが、大

学側の自助努力で何とかして欲しいと思っている。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには DNA ｼｰｸｴﾝｻｰがあり、

終了後、「マ」側だけで管理していけるか心配である。何らかの形でフォローが必要で

あると思う。当面の経費は見返り資金などを大学が計画的な使い方をすれば将来的に

期待ができる。教育的観点からは、教育セクターではドナーの JOINT REVIEW があり、

基礎教育だけでなく高等教育機関へもバランスよく協力していこうという動きがある。

③調査団から以下のとおり発言があった。予算がないという理由では協力の継続的支

援は困難である。プロジェクトで行ったことを外に打ち出していかなければ持続性が

ない。一旦、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを終了し、その後、日本側で何ができるか検討する題材を調査

の中で模索したい。

11月６日（火）

[Golden Sand Office, Dep. of National Parks & Wildlife]

先方出席者：Dr. Aggrey Ambali (Manager & Head of Biology), Dr. Lawrence Malekano

(Project Manager)

①先方から以下のとおり説明があった。機材については、運営管理、生態学、魚類系

統学の 3 部門に分けられる。JICA の経費は主に運営に充てられており、実験室などの

建築費は見返資金から得ている。98 年に 5,625,000 ｸﾜﾁｬ、通貨の切り下げなどの問題

もあり、さらに約 9,000,000 ｸﾜﾁｬを確保した。DNA 機材も見返資金で維持している。

機材は JICA 分も含めｼﾘｱﾙ番号をつけるなど「マ」側で管理している

②調査団から以下のとおり質問した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの住民参加の将来構想及び環境社会

学についてどう考えているか。

③先方から以下のとおり回答があった。住民の手の届くところに、パンフレットや絵などで我々

の活動をより身近なものに感じてもらっている。研究を実施する過程で地域文化、ｼﾞｪﾝﾀﾞｰｲｼｭｰ

を考慮して行っていく。住民にｲﾝﾀﾋﾞｭｰし得た情報で関連することはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄからも情報を住民

に与えている。
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[Chembe 地区首長]

先方出席者：Chief Chembe, Mr. D. S. J. Khumate (Secretary, Chembe Trust & Villedge

Development Committee)

調査団からの質問に対して、以下のとおり回答があった。

①プロジェクトの活動について

マラウイ湖に生活の大部分を依存している住民は薪木や魚の生態など調査結果に興味

を持っている。

②フィールドステーションの活用について

自然資源の持続的利用の問題に関して会合が持てる。また、村を訪問した人で興味が

ある人を案内することができる。

③次世代に自然保護の大切を伝えることの提言について

問題はいくつかある。昔から存在する農家はこれまでの手法に誇りを持っていること

及び移入者の問題もある。また、木の伐採、苗の植え付けは国立公園と土地所有権を

巡る問題がある。関係省庁との協調が重要である。

④近年の漁獲量の推移について　　天候によって左右される。

⑤観光（客）の与える地域への影響について

否定的側面もあるとのことであったが、具体的な回答はなかった。肯定的な側面とし

て、観光客用の木彫作りは若者の就業の場を与え、又、現金収入源ともなっている旨

回答があった。

11月７日（火）

[Chancellor College]

先方出席者：Dr. Francis Moto (Principal, Chancellor College), Dr. Brighton Uledi

Kamawga (Vice-principal, Chancellor College), Dr. Eston Sambo (Research

Coordinator, University of Malawi)　他プロジェクト関係者

①調査団から調査目的等を説明し、了解を得た。日程の確認及び PDM について簡単な

説明を行った。

②先方からこれまでの日本の協力に対し感謝の意が述べられた。マラウイ湖周辺住民

の生活の糧である漁業活動にも貢献している本プロジェクトの意義が強調された。ま

た、本プロジェクトによって大学における研究レベルの底上げがなされたこと、その

研究の成果が大学の教育課程に取り入れられていることが述べられた。

③調査団から近隣諸国の大学との共同研究の可否について質問したところ、タンザニ

アのダルエスサラーム大学との交流がある旨回答があった。
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11 月８日（水）

[Chancellor College]

活動成果の発表

①Dr. Kabwazi からプロジェクト概要、日本側及び「マ」側のこれまでの投入実績、プ

ロジェクト運営の資金源（JICA 以外）について説明があった。また、Unit を設立した

理由の１つとして、プロジェクト終了後も活動を継続していくためであり、湖に係る

データの拠点となる由。Unit は国内・外の研究者達との協調の場であり、DNA 実験棟

が完成されることで DNA 分析を他研究者達に供給できる旨説明があった。

②生態学分野：以下のとおり、調査を実施している。

Kampamgo 及び Cichlids の魚類生態調査。他魚種との関係、生息状況、分類だけでな

くマラウイ湖の環境に対する影響の調査。マラウイ湖周辺の Miombo 林の減少過程や

村での薪木の利用状況の調査。蓄積されたデータは国内・外に論文、学会等で発表さ

れており、成果が形となって表れている旨説明があった。

③魚類系統学分野：

DNA ｼｰｸｴﾝｻｰは手動型及び自動型が設置されている。商業上の重要な魚の遺伝多様性、

牛の消化器中の微生物の遺伝特性、山芋の遺伝特性などについて研究が行われている。

「マ」国の食品安全項目、「マ」国の固有遺伝の保護と適切な利用に貢献することを目

標としている旨説明があった。

④社会文化人類学分野：

マラウイ湖における現代科学と自然資源の管理・保護との関係の理解。魚文化、環境

保護、適切な開発との関連調査。漁労と他環境への影響調査。水産物の消費率と社会

との関連調査。これらの調査は３つの研究分野の研究者と共同で行われている場合も

ある。研究成果は出版、学会発表、内部資料として結果が広く報告されている旨説明

があった。

⑤データベース：Unit の活動及びこれまでの研究成果はホームページで公開されてい

る。データベースの高い知識を持った人がいないので、システム管理の研修が必要で

ある旨述べられた。

⑥学際的研究について：

魚類系統学と社会文化とのつながり、魚類生態学と社会文化との協調、生態学と人間

の影響とのつながりなどを視点に置いた研究をおこなっている Unit である旨説明があ

った。

調査団から提出された関係図について、今後社会や生態の変化によって書き換えが必

要である旨提言した。
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[マラウイ側評価報告]

発表者：Dr. Aggrey. J.D.Ambali, Manager & Head of Biology

①管理能力について：ステアリングコミッティーが設置されている。また、科学学部

長及び生態学科長がプロジェクトの管理運営に携わっている。

②研究者について：研究者達は責任を持って彼等の能力の最善を尽くしている。

③住民参加について：住民達は研究に興味を示し、協力的である。調査書を住民と共

同で作成する計画がある。

④機材について：良好な状態で管理されている。

⑤年次報告書について：２年次の報告書がまもなく完成する（ドラフト入手）。最終報

告書は政策決定機関及び JICA に提出する。

⑥今後のプロジェクトの重要な前提条件：「マ」国において、電気、通信、燃料が現状

維持または改善されること。

11月９日（木）

[ミニッツ協議]

①調査団からミニッツ案について段落ごとに確認した。マラウイ側からは大きな変更

要望等の指摘はなかった。

②先方からプロジェクト延長について申し入れがあった。調査団から評価の結果から

プロジェクトの当初設定の目標はほぼ達成されており、マラウイ側の実施体制にも問

題がないと判断しており延長は不要と考える旨回答したところ、先方も了解した。

11月 10 日（金）

[ミニッツ署名]

先方出席者：Dr. Francis Moto (Principal, Chancellor College), Dr. Elizabeth Hanry

(Dean of Science), Dr. A. Ambali (Head of Biology)　他プロジェクト関係者

①先方から我々の共同研究が２年半経過し、今後の半年で残された活動について終了

することを確信すると述べられた。また、ミニッツの評価概要について読み上げられ

た。

②団長から当初の目的はほぼ達成されており、短い滞在で合同評価が取りまとめられ

たことを感謝する旨述べられた。

③先方から本日出張中で欠席している学長には戻り次第評価概要を伝えること、また、

今後も JICA の協力を期待している旨述べられた。
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11 月 13 日（月）

[大使館報告]

先方出席者：五月女大使、新沼一等書記官、秋山二等書記官

①調査団から評価背景、目的、方法、評価結果概要を述べた後大使から以下のとおり

質問があった。

②養殖は行われているか：在来種増養殖開発計画プロジェクトが実施されている。マ

ラウイ湖は固有の生態系を崩さないよう外来種を入れることが禁止されている。

③プロジェクトはいくつもの魚を対象としているか：商業上重要とされる魚(Kampango)

を中心に調査されている。

④マラウイの研究能力は国際的に通じるか：研究者一人一人は欧米で学んだ優秀な人

材であるが組織の研究能力、研究発表となると弱い。ケニアで JKUAT 大学を拠点とす

る人造り拠点プロジェクトではタンザニア、ウガンダの大学と応用研究を共有してい

こうとしている。マラウイ大、ザンビア大も含めて強い分野を打ち出して参加できる

のではないかと考える。

⑤大使から以下のとおり発言があった。研究レベルが高くても中間のサポートスタッ

フの能力が落ちている。DNA 機材について、先方機関が維持していけるのか、プロジ

ェクト終了後も注意して見ていく必要がある。フォローアップできないと生きてこな

い。
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